
公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会〔ちんたい協会〕 TEL.03-3510-0088㈹ ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ：0120-37-5584

空き家・空き室の住宅ストックを効果的に活用することにより
公営住宅に準じた住居の確保と住生活の向上が実現できる

準富裕層
世帯所得700～1000万円未満

平均世帯所得：529万円〔中央値：415万円〕 厚労省：平成26年国民生活基礎調査

住宅扶助費

住宅確保給付金

家賃補助

公営住宅の量的不足
人口減少、財政不足

民間賃貸住宅の空き室や
戸建て空き家を

公営住宅に準じた住居として
法的に位置付け

量的確保と
質的レベル向上を

実現する

富裕層
世帯所得1000万円以上

中間層
世帯所得250～700万円未満

生活困窮者層

生活保護受給世帯
世帯所得０～250万円未満

●実現するためのポイント●
１．家主への理解を求め、空き室提供を促進する
①積極的な協力が得られる政策（優遇措置 等） ②改修費の助成、大規模修繕費の積立て 等

２．住宅の質の向上
①対象住宅の建築基準と標準設備 等 ②修繕履歴の蓄積 等
③省エネ、遮音、防災・防犯、バリアフリ－、耐震補強 等

３．入居者・建物・家賃等の管理体制の整備
①賃貸住宅管理業者として登録する業者に限定 ②生活支援と安否確認・孤独死対応 等

４．賃貸契約におけるルールの明文化
①家賃滞納時の対応及び退去ルール ②近隣住民とのトラブルの回避 等

約564万世帯

約761万世帯

約2,329万世帯

約1,227万世帯

約162万世帯

約218万戸

公営住宅の建設費用より
家賃補助の方が公費負担が少ない！

下記はイメージ図となります
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我が国の住居を類型化すると明確になる
住宅セーフティネット不足への対応策を考察する

高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

中・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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公営住宅

ＵＲ
(賃貸)

ＪＫＫ
(公社)

民間賃貸住宅

簡易宿所

戸建住宅 分譲マンション

公的 民間

〔所得〕

〔設置〕

公営住宅に準ずる住居
(空き室・空き家を活用)

【所得層と設置主体で類型化した住居のイメージ図】
注）有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅、特別養護老人ホーム等は除外しております。
また、簡易宿所は住宅ではございませんが、生活保護受給者の利用が多いため記載しております。

低所得者層の
住宅セーフティネット不足




